


















当社は「すべてはお客さまの夢と感動のために」の経営理念に則り、お客さまの望まれる最高・最良の

生活舞台を提供し続けることを当社の存在意義とし、徹底した「お客さま第一主義」の実践、「好企画・

高品質」の「グローベルマンション」の提供を通じて社会に貢献するとともに、企業価値の最大化を図っ

ております。 

当社では、高収益体質の確立を目指して売上高営業利益率を、また、自己資本の運用効率を高めるべく

利益を重視し、ＲＯＥ（自己資本利益率）を経営指標として採用しております。 

当社は、主力のマンション分譲事業において事業基盤を堅実に固めつつ、経済情勢の変化に柔軟に対応

し、すみやかな業績回復ならびに事業の伸展を目指すとともに、併せて社会に貢献し、企業価値の最大化

を図ってまいります。 

また、マンション分譲事業に経営資源を集中するため、賃貸マンションを中心とする不動産賃貸事業

は、今後適時縮小していく方針であります。 

当事業年度において顕在化した世界的な金融市場の混乱に端を発した未曾有の景気悪化は、分譲マンシ

ョン市場においても、深刻な影響を及ぼしており、かつてない厳しい事業環境となっております。 

このような状況に対処するため、当社では新たに「経営改善基本方針」を策定し、購入者層の需要に対

応した新規分譲マンションの開発、販売力強化による販売用不動産の早期売却および有利子負債を圧縮す

ることによる財務基盤の強化、人件費圧縮を含む経費節減を中心とした収益力の強化、ならびに金融機関

との協力態勢の強化などを軸とした経営を目指すことといたしております。 

これらの施策を実行することにより、当事業年度末までの成果として、営業キャッシュ・フローの大幅

な好転、有利子負債を格段に圧縮することなどを実現しております。 

しかしながら、現在の不動産市況の動向ならびに当事業年度におけるたな卸不動産の評価損計上の影響

を勘案し、次期の業績予想は損失計上を見込んでおります。 

当社といたしましては、「すべてはお客さまの夢と感動のために」の当社経営理念に則り、徹底した

「お客さま第一主義」の実践、「好企画」「高品質」マンションを追求し、「営業力」「商品企画力」

「仕入力」の更なる強化に努めるとともに、当社社員による一貫営業を継続しつつ、変化する事業環境に

柔軟に対応するための諸施策を確実に実行することにより、業績の早期回復を目指してまいる所存であり

ます。 

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題
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4.【財務諸表】

(1)【貸借対照表】 

(単位：千円) 

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 5,914,980 2,169,800 

売掛金 19,760 13,286 

有価証券 － ※1 9,972 

販売用不動産 4,857,910 ※1 6,324,768 

仕掛販売用不動産 ※1 10,669,593 ※1 7,985,246 

開発用不動産 ※1 6,487,215 ※1 500,844 

前払費用 123,160 86,904 

繰延税金資産 56,000 － 

未収入金 186,608 308,929 

その他 39,215 39,425 

貸倒引当金 △5,542 △11,130 

流動資産合計 28,348,902 17,428,048 

固定資産 

有形固定資産 

建物 1,365,253 1,164,498 

減価償却累計額 △718,505 △625,713 

建物（純額） 646,748 538,785 

工具、器具及び備品 3,054 2,727 

減価償却累計額 △1,978 △2,270 

工具、器具及び備品（純額） 1,076 457 

土地 418,935 357,911 

有形固定資産合計 1,066,760 897,154 

無形固定資産 

その他 4,332 76 

無形固定資産合計 4,332 76 

投資その他の資産 

投資有価証券 ※1 22,528 6,046 

出資金 1,000 1,000 

従業員に対する長期貸付金 3,118 3,238 

長期前払費用 4,691 25 

繰延税金資産 1,369,276 － 

差入保証金 ※1 31,000 ※1 31,000 

その他 42,634 45,057 

貸倒引当金 △62 △5,770 

投資その他の資産合計 1,474,188 80,595 

固定資産合計 2,545,281 977,827 

資産合計 30,894,184 18,405,875 
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(単位：千円) 

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部 

流動負債 

支払手形 2,537,917 3,522,906 

工事未払金 1,556,740 736,275 

1年内返済予定の長期借入金 ※1 7,442,500 ※1 8,581,484 

未払金 3,652 6,276 

リース債務 － 10,003 

未払費用 80,287 79,685 

未払法人税等 15,196 10,418 

前受金 51,885 83,191 

預り金 67,262 136,103 

賞与引当金 9,310 11,835 

その他 115,750 98,645 

流動負債合計 11,880,503 13,276,826 

固定負債 

長期借入金 ※1 8,669,000 ※1 858,000 

リース債務 － 30,272 

退職給付引当金 39,952 48,515 

役員退職慰労引当金 57,045 59,438 

長期預り保証金 17,224 15,004 

その他 － 9,165 

固定負債合計 8,783,221 1,020,395 

負債合計 20,663,725 14,297,222 

純資産の部 

株主資本 

資本金 1,000,000 1,000,000 

資本剰余金 

その他資本剰余金 6,987,456 6,987,456 

資本剰余金合計 6,987,456 6,987,456 

利益剰余金 

利益準備金 35,542 70,424 

その他利益剰余金 

別途積立金 2,100,000 1,100,000 

繰越利益剰余金 196,553 △4,955,329 

利益剰余金合計 2,332,095 △3,784,904 

自己株式 △91,605 △91,733 

株主資本合計 10,227,947 4,110,818 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 2,511 △2,164 

評価・換算差額等合計 2,511 △2,164 

純資産合計 10,230,459 4,108,653 

負債純資産合計 30,894,184 18,405,875 
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(2)【損益計算書】 

(単位：千円) 

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

売上高 

不動産事業売上高 14,057,378 11,846,953 

不動産賃貸収入 103,395 90,299 

売上高合計 14,160,773 11,937,253 

売上原価 

不動産事業売上原価 11,529,221 14,261,192 

不動産賃貸費用 59,679 55,151 

売上原価合計 11,588,900 14,316,344 

売上総利益又は売上総損失（△） 2,571,873 △2,379,091 

販売費及び一般管理費 

広告宣伝費 394,685 414,009 

賃借料 81,935 84,837 

支払手数料 166,612 271,968 

役員報酬 98,515 83,450 

給料及び賃金 455,406 410,047 

賞与引当金繰入額 6,633 9,094 

退職給付費用 16,433 6,136 

役員退職慰労引当金繰入額 20,843 12,493 

減価償却費 893 5,777 

その他 360,306 392,229 

販売費及び一般管理費合計 1,602,266 1,690,044 

営業利益又は営業損失（△） 969,606 △4,069,135 

営業外収益 

受取利息 266 248 

受取配当金 60 52 

違約金収入 10,400 9,045 

受取事務手数料 12,100 11,200 

販売費用戻り高 4,088 875 

株式売買利益返還金 － 24,541 

役員退職慰労引当金戻入額 － 4,500 

雑収入 3,649 2,436 

営業外収益合計 30,565 52,898 

営業外費用 

支払利息 269,755 253,977 

雑損失 34,399 20,995 

貸倒引当金繰入額 － 5,669 

営業外費用合計 304,154 280,642 

経常利益又は経常損失（△） 696,017 △4,296,879 
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(単位：千円) 

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

特別利益 

固定資産売却益 ※1 22,286 ※1 56,087 

補償損失負担金戻入益 － 13,637 

特別利益合計 22,286 69,725 

特別損失 

固定資産売却損 ※2 36,033 ※2 30,971 

固定資産除却損 ※3 217 － 

減損損失 － ※4 79,084 

投資有価証券評価損 － 164 

特別損失合計 36,250 110,221 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 682,053 △4,337,374 

法人税、住民税及び事業税 3,800 3,800 

法人税等調整額 605,000 1,427,000 

法人税等合計 608,800 1,430,800 

当期純利益又は当期純損失（△） 73,253 △5,768,174 
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円) 

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

株主資本 

資本金 

前期末残高 1,000,000 1,000,000 

当期変動額 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 1,000,000 1,000,000 

資本剰余金 

その他資本剰余金 

前期末残高 6,987,456 6,987,456 

当期変動額 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 6,987,456 6,987,456 

資本剰余金合計 

前期末残高 6,987,456 6,987,456 

当期変動額 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 6,987,456 6,987,456 

利益剰余金 

利益準備金 

前期末残高 18,100 35,542 

当期変動額 

利益準備金の積立 17,442 34,882 

当期変動額合計 17,442 34,882 

当期末残高 35,542 70,424 

その他利益剰余金 

別途積立金 

前期末残高 1,100,000 2,100,000 

当期変動額 

別途積立金の積立 1,000,000 

別途積立金の取崩 △1,000,000 

当期変動額合計 1,000,000 △1,000,000 

当期末残高 2,100,000 1,100,000 

繰越利益剰余金 

前期末残高 1,315,165 196,553 

当期変動額 

剰余金の配当 △174,423 △348,825 

利益準備金の積立 △17,442 △34,882 

別途積立金の積立 △1,000,000 

別途積立金の取崩 1,000,000 

当期純利益又は当期純損失（△） 73,253 △5,768,174 

当期変動額合計 △1,118,612 △5,151,883 

当期末残高 196,553 △4,955,329 
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(単位：千円) 

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

利益剰余金合計 

前期末残高 2,433,265 2,332,095 

当期変動額 

剰余金の配当 △174,423 △348,825 

当期純利益又は当期純損失（△） 73,253 △5,768,174 

当期変動額合計 △101,169 △6,117,000 

当期末残高 2,332,095 △3,784,904 

自己株式 

前期末残高 △91,019 △91,605 

当期変動額 

自己株式の取得 △585 △128 

当期変動額合計 △585 △128 

当期末残高 △91,605 △91,733 

株主資本合計 

前期末残高 10,329,703 10,227,947 

当期変動額 

剰余金の配当 △174,423 △348,825 

当期純利益又は当期純損失（△） 73,253 △5,768,174 

自己株式の取得 △585 △128 

当期変動額合計 △101,755 △6,117,129 

当期末残高 10,227,947 4,110,818 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

前期末残高 3,126 2,511 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △614 △4,676 

当期変動額合計 △614 △4,676 

当期末残高 2,511 △2,164 

評価・換算差額等合計 

前期末残高 3,126 2,511 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △614 △4,676 

当期変動額合計 △614 △4,676 

当期末残高 2,511 △2,164 

純資産合計 

前期末残高 10,332,829 10,230,459 

当期変動額 

剰余金の配当 △174,423 △348,825 

当期純利益又は当期純損失（△） 73,253 △5,768,174 

自己株式の取得 △585 △128 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △614 △4,676 

当期変動額合計 △102,370 △6,121,805 

当期末残高 10,230,459 4,108,653 

㈱グローベルス（3528）平成21年３月期決算短信(非連結）

－16－



(4)【キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円) 

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 682,053 △4,337,374 

減価償却費 12,753 16,275 

減損損失 － 79,084 

補償債務引当金戻入額 － △13,637 

投資有価証券評価損益（△は益） － 164 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,806 11,296 

賞与引当金の増減額（△は減少） △9,074 2,525 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △9,380 － 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,432 8,562 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 15,163 2,393 

受取利息及び受取配当金 △327 △300 

支払利息 269,755 253,977 

固定資産売却損益（△は益） 13,746 △25,115 

固定資産除却損 217 － 

売上債権の増減額（△は増加） 16,192 6,474 

前受金の増減額（△は減少） △131,730 31,305 

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,467,747 7,203,860 

仕入債務の増減額（△は減少） △1,466,966 164,524 

前払費用の増減額（△は増加） 2,552 29,419 

未収入金の増減額（△は増加） － △122,320 

リース資産減損勘定取崩額 － △1,538 

その他 △297,931 58,158 

小計 △3,361,484 3,367,732 

利息及び配当金の受取額 272 245 

利息の支払額 △277,320 △242,518 

法人税等の支払額 △3,800 △3,800 

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,642,332 3,121,659 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 △3,325 △245 

有形固定資産の売却による収入 201,427 171,035 

無形固定資産の取得による支出 － △6,451 

貸付けによる支出 △3,890 △2,500 

貸付金の回収による収入 3,835 2,032 

投資活動によるキャッシュ・フロー 198,047 163,870 

㈱グローベルス（3528）平成21年３月期決算短信(非連結）

－17－



  

(単位：千円) 

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

長期借入れによる収入 7,753,500 651,000 

長期借入金の返済による支出 △5,222,000 △7,323,015 

自己株式の取得による支出 △585 △128 

リース債務の返済による支出 － △9,740 

配当金の支払額 △174,083 △348,825 

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,356,830 △7,030,710 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,087,454 △3,745,179 

現金及び現金同等物の期首残高 7,002,434 5,914,980 

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 5,914,980 ※1 2,169,800 
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(5)【継続企業の前提に関する注記】

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

────────────────

 当社は、不動産市況悪化を反映し、たな卸不動産の評

価損31億95百万円を計上したことなどにより、当期にお

いて40億69百万円の営業損失を計上いたしました。加え

て、繰延税金資産について、その全額であります14億27

百万円を取り崩していることなどにより、当期における

純損失は57億68百万円となりました。 

 また、当社は分譲マンションプロジェクト資金のうち

土地取得資金を金融機関からの借入金で調達しておりま

すところ、当初のプロジェクト計画に対して事業期間が

長期化しているプロジェクトに係る借入金について、金

融機関に対して借入当初の返済期日の延長を要請してお

ります。これらの借入金のうち、現在までに返済期日の

延長が必要な７件、53億16百万円（条件変更時点の残高

の合計額、一部返済完了額を含む。）の全てのプロジェ

クト資金について取引金融機関の協力を得て、販売スケ

ジュールに見合った返済期日の延長等、プロジェクト進

行に必要な条件変更に応じていただいており、返済期日

が到来した借入金（金融機関に延長申請が承認された借

入金および延長申請を行っていない借入金）について

は、全て返済期日までの返済を完了しておりますが、現

行の借入契約上の返済期日が平成21年５月末日以降に到

来する借入金につきましては、金融機関に返済期日の延

長を要請中であります。 

 当該状況により、当社は継続企業の前提に重要な疑義

を生じさせるような状況が存在しております。 

 当社は、当該状況を解消するために、以下のとおり

「経営改善基本方針」を策定し取り組んでおります。

(1)販売部門へ人的資源を優先的に配置するなど、販売

力の強化により販売用不動産の早期資金化に取り組

むとともに、有利子負債を圧縮することにより財務

基盤を強化いたします。

(2)地域の需要動向を見極めたうえで着工計画を見直

し、立地の特性を生かした物件の開発を進めます。

(3)全体人件費、広告宣伝費、および本社事務所の縮小

を含め物件費を圧縮することにより収益力を改善い

たします。

(4)借入金の返済期日延長については、市況の実態に照

らし、より実現可能性の高いものに見直した販売ス

ケジュールを各金融機関に提示したうえで、販売ス

ケジュールに見合った返済期日の延長を要請し、各

金融機関の合意を得て、見直し後の返済条件に従っ

て支払いを行います。

 これらの施策を実行した結果、当事業年度末までに契

約実績は着実に増加しており、営業キャッシュ・フロー

は31億21百万円のプラスに好転し、有利子負債は94億39

百万円（前年同期は161億11百万円）に減少、さらに、

昨年11月以降、役員報酬を減額することによる経費節減

等の成果を達成しております。また、本年４月以降の従

業員の給与体系の大幅な見直しによる人件費節減、本社

事務所の一部に係る賃貸借契約解約手続きを実施するな
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ど、「経営改善基本方針」に則り、諸施策を着実に実行

に移しておりますことから、上記の施策を継続的に実行

することにより、継続企業の前提に関する重要な疑義を

解消できるものと判断しております。 

 しかし、現在の経済情勢から判断いたしますと、直ち

に業績回復を実現すること、ならびに、借入金に係る返

済期日の延長について、現時点において必要とする将来

の期限延長手続きの全てを完了することは困難であるた

め、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性

が認められます。 

  

 なお、財務諸表は継続企業を前提として作成してお

り、継続企業の不確実性の影響を財務諸表には反映して

おりません。
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(6)【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 満期保有目的の債券

   償却原価法(定額法)

(2) その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

(1) 満期保有目的の債券

同左

(2) その他有価証券

   時価のあるもの

    同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

販売用不動産、仕掛販売用不動産及

び開発用不動産

個別法による原価法(貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定)

販売用不動産、仕掛販売用不動産及

び開発用不動産

    同左

 

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。 

但し、賃貸用建物は定額法に

よっております。 

 なお、建物については、平

成10年度の税制改正により耐

用年数の短縮が行われており

ますが、改正前の耐用年数を

継続して適用しております。

 主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物    ３～60年 

工具器具 

及び備品  ５～20年 

 (会計方針の変更) 

 法人税等の改正に伴い、当

事業年度より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法

に変更しております。 

 なお、この変更による損益

に与える影響は軽微でありま

す。 

 (追加情報) 

 法人税法の改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌

事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上

しております。 

 なお、この変更による損益

に与える影響はありません。 

 

(1) 有形固定資産（リース資産を除

く）

 定率法を採用しておりま

す。  

 但し、賃貸用建物は定額法

によっております。  

 なお、建物については、平

成10年度の税制改正により耐

用年数の短縮が行われており

ますが、改正前の耐用年数を

継続して適用しております。

 主な耐用年数は以下のとお

りであります。  

建物    ３～60年  

工具器具  

及び備品  ５～20年
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(2) 無形固定資産 

 

    ────────── 

  

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く）

 ソフトウエア（自社利用

分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しておりま

す。

(3) リース資産

 所有権移転外ファイナン

ス・リース取引に係るリース

資産

 リース期間を耐用年数と

し、残存価額をゼロとする定

額法によっております。

 なお、リース取引物件の所

有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナン

ス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が企業会計基準

第13号「リース取引に関する

会計基準」の適用初年度開始

前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によってお

ります。

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

 金銭債権等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率による計算額を計上し、貸倒

懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

 従業員への賞与支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上して

おります。

(2) 賞与引当金

同左

 

 

(3) 役員賞与引当金

   役員への賞与支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上して

おります。

(3)  ──────────

   

(4) 退職給付引当金

   従業員への退職給付に備えるた

め、当期末における簡便法による

退職給付債務の額に基づき、当事

業年度末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。

(4) 退職給付引当金

同左

(5) 役員退職慰労引当金

   役員および執行役員への退職慰

労金の支給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上してお

ります。

(5) 役員退職慰労引当金

  役員への退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

──────────
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６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

 キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金及び随時引き出し可能な預金から

なっております。

同左

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

 消費税等の会計処理方法

 税抜きの会計処理を行っておりま

す。

 また、たな卸資産等に係る控除対

象外消費税等は、当期の負担すべき

期間費用として処理しております。

 消費税等の会計処理方法

同左
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(7)【重要な会計方針の変更】

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

──────────

(リース取引に関する会計基準等)

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より、「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））お

よび「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認

会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっ

ております。

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引

き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

これによる損益に与える影響はありません。

(8)【財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成20年３月31日)

当事業年度 
(平成21年３月31日)

 

※１ 下記の資産は、１年内返済予定の長期借入金

6,347,500千円および長期借入金8,669,000千円の担

保に供しております。

千円

仕掛販売用不動産 10,356,693

開発用不動産 6,487,215

計 16,843,909

   

なお、信用保証会社に対する手付金保証のため、

差入保証金30,000千円を担保に供しております。

また、上記のほか、営業保証供託金として投資有

価証券9,917千円を差し入れております。

 

※１ 下記の資産は、１年内返済予定の長期借入金

8,581,484千円および長期借入金858,000千円の担保

に供しております。

千円

販売用不動産 1,202,424

仕掛販売用不動産 7,985,246

開発用不動産 500,844

計 9,688,515

  なお、信用保証会社に対する手付金保証のた

め、差入保証金30,000千円を担保に供しておりま

す。また、上記のほか、営業保証供託金として有

価証券9,972千円を差し入れております。

 ２ 保証債務

  一般顧客(50名)の住宅購入民間ローン債務につ

き、融資元金融機関の債権保全抵当権設定登記完

了までの期間、当社が融資元金融機関に負う連帯

保証債務

1,149,333千円

 ２ 保証債務

  一般顧客(100名)の住宅購入民間ローン債務に

つき、融資元金融機関の債権保全抵当権設定登記

完了までの期間、当社が融資元金融機関に負う連

帯保証債務

2,421,200千円
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

※１ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

   千円

建物 5,402

土地 16,883

計 22,286

※１ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

  千円

建物 19,458

土地 36,628

計 56,087

 

※２ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

   千円

建物 16,803

土地 18,981

工具器具及び備品 248

計 36,033

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。
      建物                 217千円

 

※２ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

  千円

建物 25,477

土地 5,494

計 30,971

        ──────────

       ──────────

 

※４ 減損損失
当社は、以下の資産について減損損失を計上して

おります。

用途 場所 種類
減損損失
（千円）

賃貸
マンション

横浜市
港北区

建物 209

土地 1,055

兵庫県
川西市

建物 3,173

土地 2,319

工具器具  
及び備品

12

本社設備等
渋谷区
千駄ヶ谷

建物 5,533

工具器具 
及び備品

560

ソフトウェア 5,983

電話加入権 4,255

リース資産 55,981

合計 79,084

賃貸マンションについては、個別物件単位でグルーピ
ングしております。当該資産については、売却予定とな
ったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、6,770
千円を減損損失として特別損失に計上しております。回
収可能価額は正味売却価額により測定しており、契約予
定額または近隣売買事例を合理的に補正して算定した価
額等を使用しております。なお、当事業年度中に1,265
千円の減損損失を計上した物件については、平成20年10
月23日をもって契約予定額どおりの価額で売却いたしま
した。
本社設備等については、通期で営業損失を計上し、翌

事業年度においても営業損失を計上する見込みであるこ
と等から、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、72,314千円を減損損失として特別損失に計上してお
ります。回収可能価額は、主に使用価値により算定して
おり、その使用価値は零と評価しております。
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前事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  3,431株 
  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

当事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  1,410株 
  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

該当事項はありません。 

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 59,000,000 ― ― 59,000,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 858,929 3,431 ― 862,360

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月26日 
定時株主総会

普通株式 174,423 3.00 平成19年３月31日 平成19年６月27日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月25日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 348,825 6.00 平成20年３月31日 平成20年６月26日

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 59,000,000 ― ― 59,000,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 862,360 1,410 ─ 863,770

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月25日 
定時株主総会

普通株式 348,825 6.00 平成20年３月31日 平成20年６月26日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成20年３月31日)

千円

現金及び預金勘定 5,914,980

現金及び現金同等物 5,914,980
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成21年３月31日)

千円

現金及び預金勘定 2,169,800

現金及び現金同等物 2,169,800

(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 

相当額 

(千円)

減価償却累 

計額相当額 

(千円)

期末残高 

相当額 

(千円)

車輌運搬具 4,536 3,402 1,134

工具器具 

及び備品
13,164 12,609 555

ソフトウェア 9,324 155 9,168

合計 27,024 16,166 10,857

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

の有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

 

 リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

車両運搬具
工具器具 

及び備品

ソフト 

ウェア
合計

（千円） （千円） （千円） （千円）
取得価額 
相当額

4,536 6,660 11,604 22,800

減価償却 
累計額相当額

4,158 6,660 1,277 12,095

減損損失 
累計額相当額

378 ─ 10,326 10,704

期末残高 
相当額

─ ─ ─ ─

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高の
有形固定資産および無形固定資産の期末残高等に占める
割合が低いため、支払利子込み法により算定しておりま
す。

 

② 未経過リース料期末残高相当額

千円

１年以内 3,553

１年超 7,303

計 10,857

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高の有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。  

② 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高

未経過リース料期末残高相当額

１   年   内 2,320 千円

１   年   超 6,845 〃

合   計 9,165 千円

リース資産減損勘定期末残高 9,165 千円

 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

千円

支払リース料 4,212

減価償却費相当額 4,212

 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

支払リース料 3,971 千円

リース資産減損勘定の取崩額 1,538 〃

減価償却費相当額 2,433 〃

減損損失 10,704 〃

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左
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前事業年度(平成20年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
 (注) 当事業年度において、426千円減損処理を行っております。なお、減損処理にあたっては、 

    期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30 

    ～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められ  

    た額について減損処理を行っております。 

  

３ その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 
  

(有価証券関係)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額 
(千円)

(時価が貸借対照表計上額を超えな
いもの)

  国債・地方債等 9,917 9,916 △1

合計 9,917 9,916 △1

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

(貸借対照表計上額が取得原価を超
えるもの)

  株式 8,164 12,400 4,235

小計 8,164 12,400 4,235

(貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの)

  株式 211 211 －

小計 211 211 －

合計 8,375 12,611 4,235

区分
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内 
(千円)

10年超
(千円)

債券

  国債・地方債等 ― 9,917 ― ―

合計 ― 9,917 ― ―
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当事業年度(平成21年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
 (注) 当事業年度において、164千円減損処理を行っております。なお、減損処理にあたっては、  

    期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30  

    ～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められ   

    た額について減損処理を行っております。 

  

３ その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 
  

  

区分
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額 
(千円)

(時価が貸借対照表計上額を超える
もの)

  国債・地方債等 9,972 9,986 13

合計 9,972 9,986 13

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

(貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの)

  株式 8,210 6,046 △2,164

合計 8,210 6,046 △2,164

区分
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内 
(千円)

10年超
(千円)

債券

  国債・地方債等 9,972 ─ ─ ─

合計 9,972 ─ ─ ─
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前事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

前事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

当社は関連会社を有しておりませんので、記載を省略しております。 

  

当事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

当社は関連会社を有しておりませんので、記載を省略しております。 

  

  

 前事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

    該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

    該当事項はありません。 

  

(デリバティブ取引関係)

(持分法投資損益等)

(関連当事者情報)
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(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成20年３月31日)

当事業年度 
(平成21年３月31日)

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 繰延税金資産 千円

  繰越欠損金 947,593

  固定資産減損損失 1,395,889

  未払事業税 4,637

  賞与引当金 3,788

  退職給付引当金 16,258

  役員退職慰労引当金 23,211

  補償損失負担金 47,098

  その他 6,456

 繰延税金資産小計 2,444,934

 評価性引当額 △1,017,934

 繰延税金資産合計 1,427,000

 繰延税金負債

  その他有価証券評価差額金 1,723

 繰延税金負債合計 1,723

 繰延税金資産の純額 1,425,276

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 千円

 繰越欠損金 2,891,710

 固定資産減損損失 1,192,760

 未払事業税 2,693

 賞与引当金 4,816

 退職給付引当金 19,740

 役員退職慰労引当金 24,185

 貸倒引当金 2,563

   補償損失負担金 39,764

 その他有価証券評価差額金 880

 その他 5,336

繰延税金資産小計 4,184,451

評価性引当額 △4,184,451

繰延税金資産合計 ─

 
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 ％

 法定実効税率 40.7

 (調整)

 交際費等永久に損金に算入されな
い項目

2.2

 住民税均等割 0.6

 評価性引当額の増減 45.8

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 89.3

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

当事業年度においては、税引前当期純損失を計上
しているため、記載しておりません。

(退職給付関係)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は確定給付型の制度として、社内積立による退

職金規程に基づく退職一時金制度を採用しておりま

す。

１ 採用している退職給付制度の概要

同左

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成20年３月31日)

千円

① 退職給付債務 △39,952

② 退職給付引当金 △39,952

 (注) 退職給付債務の算定にあたり、期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする簡便法を採用して

おります。

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成21年３月31日)

千円

① 退職給付債務 △48,515

② 退職給付引当金 △48,515

 (注) 退職給付債務の算定にあたり、期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする簡便法を採用して

おります。

 

３ 退職給付費用に関する事項

  (自平成19年４月１日 至平成20年３月31日)

千円

① 勤務費用 19,378

② 退職給付費用 19,378

 (注) 当社は簡便法を採用しているため、退職給付費

用はすべて勤務費用としております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

  (自平成20年４月１日 至平成21年３月31日)

千円

① 勤務費用 11,096

② 退職給付費用 11,096

 (注) 当社は簡便法を採用しているため、退職給付費

用はすべて勤務費用としております。

㈱グローベルス（3528）平成21年３月期決算短信(非連結）

－31－



  当事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

  当事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

    該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

   該当事項はありません。        

  

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△） 

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 175円97銭 １株当たり純資産額 70円67銭

１株当たり当期純利益 1円26銭 １株当たり当期純損失（△） △99円22銭

※ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式がないため、記載しておりません。

※ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

１株当たり当期純損失が計上されており、また潜在株

式がないため、記載しておりません。

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額  (千円) 10,230,459 4,108,653

普通株式に係る純資産額      (千円) 10,230,459 4,108,653

普通株式の発行済株式数       (株) 59,000,000 59,000,000

普通株式の自己株式数        (株) 862,360 863,770

１株当たり純資産額の算定に         (株)
用いられた普通株式の数

58,137,640 58,136,230

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当期純利益又は当期純損失(△）   (千円) 73,253 △5,768,174

普通株主に帰属しない金額     (千円) ― ─

普通株式に係る当期純利益
又は当期純損失（△）

    (千円) 73,253 △5,768,174

普通株式の期中平均株式数      (株) 58,139,294 58,136,702
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前事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

    該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

    該当事項はありません。 

  

(重要な後発事象)
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該当事項はありません。 

  

取締役   カーティス フリーズ   （現 株式会社プロスペクト 代表取締役社長） 

取締役   ドミニック ヘンダーソン （現 ベンディゴパートナーズ パートナー） 

(注) 新任取締役候補者は、両氏とも社外取締役の候補者であります。 

  

常勤監査役 小川 清一 （現 司法書士法人黒澤合同事務所 顧問） 

(注) 新任監査役候補者は社外監査役の候補者であります。 

  

常勤監査役 梅原 弘一 

(注) 退任予定監査役は社外監査役であります。 

  

  

5. その他

 役員の異動

①代表者の異動

②その他の役員の異動（平成21年６月24日付予定）

ア．新任取締役候補

イ．新任監査役候補

ウ．退任予定監査役
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【決算概要】 ２．貸借対照表 （単位：百万円） (2-1) たな卸資産 （単位：百万円）

1.  流動資産
現金・預金
たな卸資産

2. 繰延税金資産
その他

3.  固定資産
有形固定資産 (2-2) マンション未契約完成商品 （単位：百万円）

無形固定資産
繰延税金資産

【主要計数】 その他

・売上高　　　　　119億37百万円 　（前年同期比）△22億23百万円 　（計画比）   9億37百万円  負債
・営業利益　  　 △40億69百万円 　（前年同期比）△50億39百万円   （計画比）△11億69百万円 支払手形 (2-3) マンション既契約未引渡商品 （単位：百万円）

・経常利益　  　 △42億96百万円 　（前年同期比）△49億92百万円   （計画比）△11億96百万円 工事未払金

・当期純利益  　 △57億68百万円　 （前年同期比）△58億41百万円　 （計画比）△11億68百万円 有利子負債
その他

 純資産

１.損益計算書 （単位：百万円） 株主資本
資本金等 (2-4) 有利子負債 （単位：百万円）

利益剰余金
 売上高 自己株式
 売上原価

 販管費
 自己資本比率

 営業外収益
 営業外費用

支払利息
３．キャッシュ・フロー （単位：百万円）

 特別損益  営業キャッシュ・フロー 営業CF
 投資キャッシュ・フロー

 法人税等  財務キャッシュ・フロー

（単位：百万円）

(1)マンション売上高について 投資CF
■売上高、粗利益、粗利益率 (2)不動産賃貸、その他の売上高について

財務CF

(3)販売用不動産土地の売上高について
■契約高の推移

(4)販管費について

　役員報酬の減額や役員賞与の不支給、ならびに従業員賞与の減額等により人件費が11.8％減少した一方、
販売促進の強化により広告宣伝費が12.0％増加、また合併に関連したデューディリ費用等の支払手数料が
新たに発生したことにより物件費が22.1％増加し、販管費全体で5.5％の増加。

前期

前期末

44.2%     

売上高 123       113       
粗利益 64        

当期末 前期末比

粗利益率 52.0%     

△3,784   

50        

751       1,599     848       

△6,672   

粗利益 349       △407     
売上高 2,350     445       

粗利益率 14.9%     -         

簿　　価

長　　　期

7,987     7,987     

△12,488  計

一年内返済

契約高 9,459     12,227    2,768     

16,111    9,439     
2         △2       △4       

戸　　数

△6,117   

10,230    4,108     △6,121   
10,227    4,110     △6,117   

-

2,332     

457       598       140       
16,111    9,439     △6,672   

前期末比
19戸 51戸 32戸

20,663    14,297    △6,366   

1,556     736       △820     

1,369     -         △1,369   
103       80        △24      

1,066     897       △169     

4         -         △4       
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2,545     977       △1,567   

22,014    14,810    △7,203   

世界経済の混乱による急激な景気減速のなか、マンション分譲市場においても厳しい事業環境
は当面続くものと想定し、すべての「たな卸不動産」の評価見直しを行った結果、売上原価へ
31億95百万円の評価損を計上。

△7,203   

363       447       84        

56        -         △56      計
開発用不動産

平成21年5月14日

5,914     2,169     △3,745   仕掛用不動産 10,669    7,985     △2,684   
17,428    

12.0%     
物 件 費 506       618       112       22.1%     
広告宣伝費 441       494       53        
人 件 費 653       576       △77      △11.8%   

当期 前期比 増減率

戸　数 276戸 394戸 118戸

粗利益率 18.5%     △17.8%   -         
粗利益 2,158     △2,022   △2,054   
売上高 11,687    11,378    △309     
戸　数 345戸 362戸 17戸

△4,600   △1,168   △900     当期 純利益 73        △5,768   △5,841   

682       △4,337   △5,019   
608       1,430     822       

△900     
 (経常利益率) 4.9%      △36.0%   -

△13      △40      △26      
税引前当期純利益

269       253       △15      
経 常 利 益 696       △4,296   △4,992   

21        
304       280       △23      

△2,900   △1,169   △790     
 (営業利益率) 6.8%      △34.1%   -

30        52        

 営 業 利 益 969       △4,069   △5,039   
1,602     1,690     88        

11,588    14,316    2,727     
 売上 総利益 2,571     △2,379   △4,950   

業績予想
937       15,000    

計画 計画比
22年3月期

14,160    11,937    △2,223   11,000    

上記と同様の要因により、将来の回収可能性を検討し繰延税金資産の全額である14億27百万円
を取崩し、法人税等へ損金計上。
以上のことから、当事業年度においては、売上高 119億37百万円、営業損失 40億69百万円、
経常損失 42億96百万円、当期純損失 57億68百万円を計上。

前期 当期 前期比

28,348    

期 末 残 高 5,914     2,169     

2,356     △7,030   
△1,087   △3,745   

7,002     5,914     

前期末 当期末 前期末比前期末 当期末 前期末比
△10,920  販売用不動産 4,857     6,324     1,466     

戸　　数 147戸 146戸 △ 1戸

6,487     500       △5,986   
22,014    14,810    

簿　　価 4,418     4,616     198       
 資産合計

前期末 当期末

30,894    18,405    △12,488  

2,537     3,522     984       

前期末 当期末 前期末比
7,442     8,581     1,139     

評価・換算差額等 8,669     858       △7,811   
△91      △91      -         

 負債純資産合計

項　　　目 前　期

30,894    18,405    

当　期

33.1% 22.3% △10.8p

増 減 額

期 首 残 高

主に、賃貸マンションの売却等により1億63
百万円増加。

マンション事業用地の取得に伴う資金調達
があったものの、借入金の返済および株主
配当金の支払により70億30百万円減少。

税引前当期純損失などの減少要因があった
ものの、マンション販売価格の見直しに伴
う評価損の計上および販売の堅調な推移に
よる「たな卸資産」の減少、また、建築工
事代金等の支払に係る仕入債務の増加等に
より31億21百万円増加。

198       163       
△3,642   3,121     

△3,100   △1,196   

前期 当期 前期比 前期 当期

前期 当期

前期 当期 前期比

5.5%      計 1,602     1,690     88        
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